
   大分市環境配慮型設備投資利子補給金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、環境配慮型設備の導入に必要な資金の融資を受ける企業に対し、

当該融資に係る利子補給をするために交付する大分市環境配慮型設備投資利子補

給金（以下「利子補給金」という。）に関し、大分市補助金等交付規則（昭和４９

年大分市規則第５６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 ⑴ 環境配慮型設備 次に掲げる目的を達成するための設備をいう。 

  ア 大気汚染防止 

  イ 水質汚濁防止 

  ウ 騒音・振動防止 

  エ 悪臭防止 

 オ 省エネルギー 

 ⑵ 事業所等 本社、支社その他の事業の用に供する施設をいう。 

 ⑶ 借入金 金融機関からの借入金（本市の制度による融資に係る借入金を除く。）

をいう。 

 ⑷ 公害防止協定 公害の防止及び環境の保全を目的として、市、県及び企業又は

市及び企業が締結した協定をいう。 

 （補給対象者） 

第３条 利子補給金の交付の対象となる者は、市内に事業所等を有する企業であって、



次の各号に掲げる要件を満たすものとする。 

 ⑴ 市内に工場等を設置し、引き続き１年以上同一の事業を営んでいること。 

 ⑵ 第７条の規定により申請をする日前１０年間において環境関連法令に基づく

不利益処分を受けていないこと。 

 ⑶ 市税を完納していること。 

 ⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に

規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

 （補給対象事業） 

第４条 利子補給金の交付の対象となる事業（以下「補給対象事業」という。）は、

市内に設置する工場等に、１，０００万円を超える投資により新たに環境配慮型設

備を設置する事業であって、次の各号のいずれかの条件を満たすものとする。 

 ⑴ 現に環境関連法令及び公害防止協定による規制基準を下回る水準で自主規制

を行っている企業が周辺への環境負荷を現状よりさらに低減させるために行う

ものであること。 

 ⑵ エネルギー消費量を現状より低減させるために行うＺＥＢの実現に寄与する

設備、ＢＥＭＳ、ＦＥＭＳ又は業務用燃料電池の導入であること。 

 （補給対象経費） 

第５条 利子補給の対象となる経費（以下「補給対象経費」という。）は、補給対象

事業に係る借入金に対して当該年度中に支払う利子額とする。ただし、履行遅滞、

借入れの条件の変更等により、利子額が増加する場合にあっては、当該増加する利

子額は、利子補給の対象としない。 



２ 利子補給の対象となる借入金は１件までとし、その借入れの金利方式が固定金利

方式であり、かつ、その返済方法が元金均等月賦償還であるものに限る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるものは、利子補給の対象としない。 

 ⑴ 本市又は国、県その他機関から同様の趣旨の補助金等を受ける場合 

 ⑵ 補給対象経費以外の経費と混同して融資を受けている場合であって、その区別

が困難である場合 

 ⑶ 同一の環境配慮型設備の設置に係る借入金について借り換えを行う場合 

 （利子補給金の額等） 

第６条 補給対象経費の算定に係る借入金の利率は大分市中小企業者等に係る環境

保全資金融資規則（平成１１年大分市規則第６４号）に規定する環境保全資金の融

資に係る当該年度の融資利率を上限とし、利子補給金の額は１年につき３，０００

万円を限度とする。 

２ 利子補給金を交付する期間は、初めて返済をする月から１０年以内とする。ただ

し、履行遅滞、借入れの条件の変更等により、当初の返済期間から延長した期間に

ついては、利子補給金を交付しない。 

３ 利子補給金は、予算の範囲内で交付するものとする。 

 （交付の申請） 

第７条 利子補給金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、大

分市環境配慮型設備投資利子補給金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を

添えて、初回の申請にあっては融資の実行前までに、初回の申請をした年度の翌年

度（以下「次年度」という。）以後の申請にあっては当該年度の３月末日までに市

長に提出しなければならない。この場合において、次年度以後の申請については、



第１号から第７号までの書類は省略することができる。 

 ⑴ 大分市環境配慮型設備設置計画書（様式第２号） 

 ⑵ 環境負荷が低減されることを証する書類 

 ⑶ 環境配慮型設備の見積書及び仕様書 

 ⑷ 工場等の配置図及び付近の見取り図 

 ⑸ 法人登記簿謄本等企業の設立年月日がわかる書類 

 ⑹ 貸付償還表等の返済予定、利子額等が確認できる書類 

 ⑺ 誓約書 

 ⑻ 市税完納証明書 

 ⑼ その他市長が必要と認める書類 

 （交付の決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当で

あると認めたときは、利子補給金の交付を決定し、大分市環境配慮型設備投資利子

補給金交付決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。この

場合において、市長は、必要な条件を付すことができる。 

 （実績報告） 

第９条 利子補給金の交付決定を受けた者（以下「補給事業者」という。）は、当該

交付決定を受けた日の属する年度における返済が完了したときは、当該年度の３月

末日までに大分市環境配慮型設備投資利子補給金実績報告書（様式第４号）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 利子額証明書（様式第５号） 

 ⑵ その他市長が必要と認める書類 



 （利子補給金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、その内容を審査

し、利子補給金の額を確定し、大分市環境配慮型設備投資利子補給金確定通知書（様

式第６号）により補給事業者に通知するものとする。 

 （請求） 

第１１条 補給事業者は、利子補給金の交付を請求しようとするときは、大分市環境

配慮型設備投資利子補給金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければなら

ない。 

 （交付決定の取消し及び利子補給金の返還） 

第１２条 市長は、補給事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、利子補給金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、当該取

消しの部分について、既に利子補給金が交付されているときは、期限を定めてその

返還を命ずるものとする。 

 ⑴ 利子補給金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 ⑵ この要綱及び市長の指示に違反したとき。 

 ⑶ 偽りその他不正の手段により利子補給金の交付を受けたとき。 

 ⑷ 第７条の規定による申請をした日以後において環境関連法令に基づく不利益

処分を受けたとき。 

 （現地調査等） 

第１３条 市長は、補給事業者に対し、必要に応じて現地調査を行い、書類の提出等

を求めることができる。 

 （補則） 



第１４条 この要綱に定めるもののほか、利子補給金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


